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　　　 (単位：円)

科目

Ⅰ　経常収益

　　1.受取会費

　　　正会員(団体)受取会費 2,730,000

　　　正会員(個人)受取会費 325,000

　　　ひろば会員受取会費 10,647,000

　　　賛助会員受取会費 252,000

　　　個人会員受取会費 30,000 13,984,000

　　2.受取寄付金

　　　受取寄付金 1,000,000 1,000,000

　　3.受取助成金等

　　　受取民間助成金 7,000,000 7,000,000

　　4.事業収益

　　　こども家庭庁受託事業収益 11,451,000 (注1）

　　　自治体等受託事業収益 9,025,000

　　　自主事業収益        8,877,000

　　　手数料収益 1,420,000 30,773,000

　　5.その他収益

　　　雑収益 780,000 780,000

　  経常収益計 53,537,000

Ⅱ　経常費用

　　1.事業費

 　　(1)人件費

　　 　 給料手当 15,419,000

　　　　臨時雇賃金 3,062,100

　　　　法定福利費 100,000

        通勤費 57,000

　　　  人件費計 18,638,100

　 　(2)その他経費

　　　　諸謝金 5,405,000 (注2）

　　 　 印刷製本費 1,735,000

　　　　会議費 352,600

　　 　 旅費交通費 2,225,300 (注3）

　　 　 通信運搬費 2,341,400

　　　　消耗品費 914,000

　　 　 資料代 130,000

　　　　水道光熱費 64,000

　　　  地代家賃 325,000

　　 　 賃借料 1,636,700

        リース料 127,000

　　　　保険料 101,300

　　　　租税公課 1,332,000

　　　  支払手数料 1,021,600

　　 　 その他経費計 17,710,900

　　　事業費計 36,349,000

　　2.管理費

   　(1)人件費

　　　  給料手当 6,500,000

　　　　臨時雇賃金 750,000

    　  法定福利費 2,120,000

　　　　福利厚生費 290,000

 　　　 通勤費 500,000

　　　  人件費計 10,160,000

　 　(2)その他経費

　　 　 諸謝金 350,000

　　 　 印刷製本費 170,000

　　 　 会議費　　 50,000

　　　  旅費交通費　　 400,000

　　 　 通信運搬費 550,000

　　　　消耗品費 650,000

　　　　水道光熱費 170,000

　　　  地代家賃 1,853,000

　　 　 賃借料 150,000

        リース料 256,000

　　　  保険料 82,000

　　　  諸会費 23,000

　　　　租税公課 24,000

　　　　減価償却費 770,000

　　　  支払手数料 1,350,000

　　　  雑費 20,000

　　　　その他経費計 6,868,000

　　　管理費計 17,028,000

　　経常費用計 53,377,000

　　　当期経常増減額 160,000

　　　税引前当期正味財産増減額 160,000

　　　法人税、住民税及び事業税 74,500

　　　当期正味財産増減額 85,500

　　　前期繰越正味財産額 40,641,206

　　　次期繰越正味財産額 40,726,706
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※総会以降に発生した新たな事業については、予算執行を理事会に一任することをご承認願います。 

(注 1)登壇者謝金及び旅費交通費の実費精算 合計 1,453,000 円を含む 
(注 2)こども家庭庁受託事業 登壇者謝金の実費精算を含む 
(注 3)こども家庭庁受託事業 旅費交通費の実費精算を含む 
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1． 【重要な会計方針】

　財務諸表の作成は、ＮＰＯ法人会計基準（2010年７月20日　2017年12月12日最終改正　ＮＰＯ法人会計

　基準協議会）によっています。

　

(１)消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税込経理方式によっています。

2． 【事業費の内訳】

　事業費の区分は以下の通りです。

[税込]（単位：円）

科目 合計

住友生命
助成金事業

こども家庭庁
受託事業

自治体等受託事業 自主事業等

（人件費）

 　 給料　手当 2,640,000 2,649,000 4,150,000 5,980,000 15,419,000

　  臨時雇賃金 1,935,100 1,127,000 3,062,100

  　法定福利費 100,000 100,000

　  通　勤　費 57,000 57,000

 　　 人件費計 2,640,000 4,641,100 5,277,000 6,080,000 18,638,100

（その他経費）

　  諸　謝　金 1,520,000 1,079,000 1,390,000 1,416,000 5,405,000

 　 印刷製本費 166,000 1,249,000 150,000 170,000 1,735,000

　  会　議　費 207,600 120,000 25,000 352,600

　  旅費交通費 300,000 1,285,300 600,000 40,000 2,225,300

 　 通信運搬費 976,000 745,400 300,000 320,000 2,341,400

  　消耗品　費 144,000 250,000 250,000 270,000 914,000

  　資　料　代 130,000 130,000

　　水道光熱費 64,000 64,000

　　地代　家賃 325,000 325,000

　　賃　借　料 1,446,700 20,000 170,000 1,636,700

　　リース　料 127,000 127,000

 　 保　険　料 47,800 40,000 13,500 101,300

 　 租税　公課 454,000 410,000 468,000 1,332,000

　　支払手数料 484,000 45,100 160,000 332,500 1,021,600

   　 その他経費計 3,590,000 6,809,900 3,570,000 3,741,000 17,710,900

    　  合計 6,230,000 11,451,000 8,847,000 9,821,000 36,349,000

こども家庭庁受託事業その他経費に登壇者謝金及び旅費実費精算分　合計1,453,000円を含む

3. 【固定資産の増減内訳】

固定資産の増減は以下の通りです。

(単位：円）

科目 期首取得価額 取得 減少 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額

無形固定資産

　ソフトウェア 3,850,493 0 0 3,850,493 △ 1,026,800 2,823,693

投資その他の資産

　敷金 465,000 0 0 465,000 465,000

合　計 4,315,493 0 0 4,315,493 △ 1,026,800 3,288,693

財務諸表の注記

特定非営利活動に係る事業




